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みやざき行財政改革プラン（第三期）に基づく行財政改革の取組について

人事課行政改革推進室

令和元年６月に策定した「みやざき行財政改革プラン（第三期 」に基づき、行財政改）
革に取り組んでいます。

みやざき行財政改革プラン（第三期）の概要

○基本理念 県総合計画の基本目標『未来を築く新しい「ゆたかさ」への挑戦』を
支える持続可能な行財政基盤の確立

○推進期間 令和元年度から令和４年度まで（４年間）
○推進体制 行財政改革推進本部（本部長：知事）を中心として、全庁的な行財政

改革を推進し、改革の進捗状況を毎年度公表

みやざき行財政改革プラン（第三期）

改革プログラム

効率的で質の高い行政基盤の構築視点１

（１）簡素で効率的な行政組織等の整備
（２）危機事象への対応
（３）信頼性を高める行政運営
（４）県政運営の透明性の確保

県民ニーズに対応した行政サービスの提供視点２

（１）県民ニーズの的確な把握と県政への反映
（２）県民サービス・利便性の向上
（３）県民等との連携・協働
（４）市町村等との連携

県政運営を支える人材づくりと働き方改革の推進視点３

（１）県政を担う人材の育成・確保
（２）女性職員が活躍できる職場環境の整備
（３）職員の意識改革と働きやすい職場づくり
（４）公務能率の向上

健全な財務基盤の構築と資産の有効活用視点４

（１）自主財源の確保とコスト縮減
（２）県有財産等の資産の有効活用

財政健全化指針
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令和３年度の主な取組については、次のとおりです。

１ 効率的で質の高い行政基盤の構築

（１）簡素で効率的な行政組織等の整備

① 厳しい財政状況の中、簡素で効率的な組織体制を維持しながら多様化する

行政需要に的確に対応するため、主に次のような組織改正を実施

・ デジタル化やゼロカーボン社会の実現等社会情勢に対応した組織体制の見直し

・ 新型コロナウイルス感染症及びワクチン接種推進への体制強化

・ 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催に向けた体制強化

② 知事部局等において、職員数を３，８００人程度で適正な定員管理を実施

［職員数の推移］ ※各年度４月１日現在（単位：人）

H29 H30 R元 R2 R3 R4

（ ）知事部局等 3,801 3,793 3,783 3,798 3,791 3,785 暫定

③ 職員の給与について、民間給与との較差等に基づいた人事委員会勧告等を

踏まえ、適正な給与管理を実施し、県広報やホームページにて公表

④ 公営企業の健全な経営を維持するため、次のような取組を実施
・ 企業局： 宮崎県企業局経営ビジョン」に基づき、発電所設備の更新工「

事の一括発注や発電した電気についてＦＩＴ制度の適用を実施

・ 病院局： 宮崎県病院事業経営計画２０２１」を策定し、全県レベルあ「

るいは地域の中核病院として、経営健全性を維持しながら、県

民に高度で良質な医療を安定的に提供

⑤ 「新宮崎県公社等改革指針」に基づき、統廃合や経営の自立化、健全化に

、 、向けた取組を行うとともに 公社等改革の状況について点検・評価を実施し

県ホームページに公表

（２）危機事象への対応

① 全職員を対象とした伝達参集訓練の実施により、職員の危機管理能力・意

識が向上。また、風水害や南海トラフ地震を想定した図上訓練を実施し、災

害発生時の迅速な情報収集・応急対策の体制を強化

② 宮崎県業務継続計画(ＢＣＰ)に基づき、必要な物資等の調達を行うととも

に、ＢＣＰ事務局運営訓練や県庁非常事態移行訓練などを実施し、職員の対

応力を強化

③ 令和２年８月から防災庁舎の供用を開始し、庁舎見学による防災学習や、

自治体・関係機関に対する研修の実施により、防災意識の啓発を促進
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（３）信頼性を高める行政運営

① 法令遵守(コンプライアンス)意識を徹底するため職場研修や階層別研修等

において研修を実施するとともに、各所属で定期的な点検・研修を実施

② 公益通報制度については、制度の周知徹底を図るとともに、遅滞なく通報

に対応できるよう外部通報窓口を継続して設置

③ 令和２年４月から内部統制制度の運用を開始し、各所属において年間２回

の点検を行い、結果をもとにリスクを未然に防止するためリスク対応策の確

認や不備が発生した場合の改善の取組を実施

④ 適正な公文書管理を図るため、研修や自己点検による職員の文書管理意識

の向上、文書整理推進期間における全庁的な公文書の適正な保管・管理、廃

棄を実施

⑤ 適正な会計事務及び物品管理・調達事務の確保のため、研修動画の掲載な

ど職員研修の充実を図るとともに、業務をわかりやすく解説した情報誌等に

よる職員啓発を実施

また、出先機関への実地指導検査や職場ＯＪＴにより支援

⑥ 令和２年４月１日施行の「宮崎県監査基準」に基づき、適切に監査を実施

（４）県政運営の透明性の確保

① 県総合計画に掲げる施策について、政策評価を実施し、取組状況を検証す

るとともに、評価結果について議会及びホームページにて報告

また、県民意識調査を実施し、政策評価や施策の展開の見直しに活用

（ 、 、 ） 、② 公共事業評価 事前評価 12件 再評価 12件 事後評価 17件 を実施し

社会資本整備の効果や透明性を確認

③ 情報公開制度の適切な運用を行い、口頭開示の運用により手続を簡素化

④ 建設工事等における入札・契約制度の適切な運用を行い、入札・契約監視

委員会による調査・審議により手続における透明性を確保

⑤ 退職予定者に対し、営利企業等に再就職した元職員による職員への働きか

けの禁止について周知を図るとともに 本庁課長級以上の者の再就職状況 令、 （

和２年度末再就職者37名）を公表し、透明性を確保
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２ 県民ニーズに対応した行政サービスの提供

（１）県民ニーズの的確な把握と県政への反映

① 戦略的広報活動推進のため、次のような取組を実施

・マスコミへのパブリシティ活動、県政テレビ・ラジオ番組、ホームペー

ジ、ＳＮＳ、広報紙等により、県の取組や話題を積極的に情報発信

・イベントや職員採用関連情報等、県政に関するタイムリーな情報につい

ては、ツイッターやフェイスブック、ＬＩＮＥなどを活用

・県ホームページをリニューアルし、新型コロナウイルス関連情報等の災

害・緊急情報をより迅速に発信出来るよう改善

② 県民の様々な意見を県政に反映させるため、次のような取組を実施

・ 「知事とのふれあいフォーラム」開催回数 3回

・ 出前講座実施回数 41回

・ 「県民の声」受付件数 509件

・ パブリック・コメント実施件数 19件

③ 附属機関等の運営について、県民の意見をより県政に反映させ、会議の公

平性・透明性の向上と活性化を図るため、女性委員の積極的な登用や委員の

共同公募を実施

（２）県民サービス・利便性の向上

① 新型コロナウイルス感染症対策にも配慮しつつ、県民サービス・利便性を

向上

・ 地方税共通納税システムの拡充やスマートフォン決済アプリの活用な

ど、納税しやすい環境づくりを推進

・ 農業・水産業に関する情報発信をわかりやすくタイムリーに行うプラッ

トフォーム「ひなたMAFiN」を開設

・ 県教育委員会のYoutubeチャンネルで中高生向けの情報発信を積極的に

行い、県立高校ＰＲ動画が多くの視聴回数を記録

・ 県警察において、スマートフォンアプリを活用した防犯情報の発信や、

警察行政手続のオンライン化が開始され利便性が向上

② 押印の見直しを進め68の規則等について押印廃止。また、補助金等に関す

る手続や会計書類における押印についても見直しを実施し、行政手続が簡素

化

③ 市町村と共同でマイナンバー制度の周知を行い、人口に対するマイナンバ

ーカード交付枚数率56.4％で全国１位（令和４年４月１日時点）を達成

④ みやざき行財政改革プランに基づき、大学や民間企業等の有識者で構成さ

れる懇談会での意見も踏まえながら、県民目線に立った行政改革を推進
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（３）県民等との連携・協働

① ＮＰＯのほか、県民、企業、公益法人、大学等の多様な主体との協働を推

進するため、みやざきＮＰＯ・協働支援センターを拠点として、県事業にお

いて、452件の協働事業を実施（うち、協働によるひなたづくり公募型事業

３件）

② 県民や企業等のボランティアに対する関心・理解を深めるため、研修会等

を開催したほか 「みやざき社会貢献活動表彰」において、２個人、10団体、

を表彰

③ 指定管理者制度を導入している公の施設において、民間事業者のノウハウ

の活用、利用者の視点に立った適切な管理運営が行われるようモニタリング

を実施し、県ホームページで公表

④ 効果的な施設整備・公共サービスの提供を目的としたＰＦＩ制度につい

て、結果として公設での実施が決定したが、屋外型トレーニングセンター及

び警察署整備において導入の検討を実施

（４）市町村等との連携

① 知事と市町村長が行政の重要課題について協議する場として、新型コロナ

ウイルス感染症対策やワクチン接種促進をはじめとする意見交換会を実施

し、県と市町村及び市町村間の連携を強化

また、県職員と市町村職員が市町村の抱える課題等について意見交換をす

る「市町村サポートチーム」を６地域（10市町村）で実施

② 市町村と共同で人材育成に取り組むため、市町村から県に49名を受入れる

とともに、県から市町村に34名を派遣し、県と市町村との連携を通じた職員

の資質向上を実現

③ 自治体間における連携をシステム面でも支援するため、宮崎県市町村ＩＴ

推進連絡協議会において宮崎行政情報ネットワーク（県と市町村が共同で構

築・運用する広域行政情報ネットワーク）を安定的に運用することで、県及

び市町村間のネットワーク（通信環境）が向上

また、市町村の行政情報システムの調達等を支援するため、ＩＴ調達ガイ

ドラインを見直し、研修等を実施

④ 行政サービスの利便性向上や効率化を図るため、市町村との協議を行いな

がら、権限移譲を促進（令和４年４月１日時点：累計1,205事務）
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３ 県政運営を支える人材づくりと働き方改革の推進

（１）県政を担う人材の育成・確保

① 人材育成と組織の活性化を図るための人事評価を実施するとともに、人事

、 、交流や長期派遣研修 希望する職員を専門性の高い特定分野に配置するなど

多様な人事ローテーションにより職員の能力開発を支援

② 新型コロナウイルスが感染拡大する中、職員の自己啓発が行えるよう、通

信教育講座やeラーニングの導入による支援を実施

③ 社会情勢の変化に対応した採用試験制度の見直し

・ ＳＰＩ３テストセンター方式の導入により全国で１次試験の受験を実施

・ 社会人採用試験（一般行政、機械、土木、農業土木、林業）の実施

・ 土木特別枠・農業土木特別枠の新設

④ オンラインでの「県職員・警察官就職ガイダンス 、ツイッターやＬＩＮ」

、 、 、Ｅ等の活用 保護者向けガイダンスの実施など 多様な人材確保を図るため

コロナ禍においても積極的な採用活動を実施

⑤ 専門知識や経験に配慮した再任用職員の配置を実施（新規67名、更新204名）

⑥ 令和２年度より運用を開始した会計年度任用職員制度に基づき、業務内容

や勤務形態などを考慮し適切な勤務条件を設定。また、制度の効果的な運用

のため、職務レベルの見直し等を実施

（２）女性職員が活躍できる職場環境の整備

① 女性職員が活躍できる場をさらに広げるとともに、管理職員として必要な

経験や能力を備える女性職員を育成するため、様々な研修や意欲と能力に応

じた人事配置等を実施

（知事部局職員の副主幹ポスト職に占める女性の割合：17.5％（1.5ﾎﾟｲﾝﾄ増 ））

② 職員の仕事と子育ての両立や女性の活躍を推進するための「宮崎県特定事

業主行動計画（第４期 『県庁職員子育て応援・女性活躍推進プラン 」に） 』

基づき、出産予定の女性職員だけでなく、配偶者が出産予定の男性職員につ

いても積極的に各所属において面談を実施するとともに、各種育児支援制度

の活用を推進

（男性の育児休業取得率：26.3%(8.7ﾎﾟｲﾝﾄ増)）
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（３）職員の意識改革と働きやすい職場づくり

① 所属や職員間でコミュニケーションが活発な風通しの良い職場環境づくり

を進めるため 「部局長メッセージ」の発信をはじめ、職員の意見交換の活、

性化やハラスメントの防止に向けた職場研修や点検を実施

② ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、県庁における「働き方改革」の

方針に基づき、テレワーク、時差出勤の拡大やサテライトオフィスの利用促

進など、柔軟な働き方を推進

、「 」 、教育委員会においては 学校における働き方改革推進プラン に基づき

県立学校でのフレックスタイム制の導入検証などを行い、時間外勤務の縮減

を推進

③ 安心して育児休業を取得でき、また、円滑に職場復帰ができるよう 「子、

育てマイプラン」を活用した両立支援担当者との面談を実施

女性職員サポート制度を県庁職員ワーク・ライフ・バランス推進アドバイ

ザー制度に拡充し、男性職員も対象とした相談窓口を設置

警察本部においては、夫婦同一所属配置の推進、育児や介護等配慮すべき

事情を有する職員を定時退庁等が可能な「両立支援ポスト」に配置し 「要、

両立支援対象者」に指定するなど、仕事と家庭の両立を積極的に支援

病院局においては、３つの県立病院において院内保育を実施

④ 長時間勤務職員に対する健康管理対策やストレスチェック、メンタルヘル

ス研修などのメンタルヘルス対策を実施

（４）公務能率の向上

① 出先機関も含め、多くの職員が携わる共通事務のシステム改修等により業

務の効率化を推進

② ＩＣＴ活用により業務の自動化・効率化を図るため、令和３年度新たに44

業務について、ＲＰＡ（ソフトウェア・ロボットによる業務の自動化）を導

入し、効果を検証（削減見込み時間合計：約4,800時間）

ＲＰＡ導入に関する研修や評価報告会を実施し、全庁的なＩＣＴ活用を促

進

③ 様々なＩＣＴを活用した業務の効率化を積極的に推進

・ ＡＩ議事録作成支援システムの導入（削減見込み時間 約4,200時間）

・ Microsoft Teams導入によるチャットツールやWeb会議利用拡大

・ タブレット端末を活用したペーパーレス会議の開催

・ 電子申請利用拡大により庁内及び県民への調査時の利便性向上
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４ 健全な財務基盤の構築と資産の有効活用

（１）自主財源の確保とコスト縮減

① 行政情報システムのサーバ統合基盤への移行を引き続き推進、令和３年度

で99％について移行を完了させ、安定運用とコスト縮減を実現

② 「宮崎県庁エコプラン」に基づき、クールビズや一斉消灯デー、ノーマイ

カーデー、冷暖房の適正温度設定を実施

③ 個人県民税の確保のため、併任人事交流の実施、地方税法第48条に基づく

直接徴収及び給与所得者の特別徴収の適正な実施に向けた方策の推進に取り

組み、滞納繰越調定額の割合減少を実現

（個人県民税滞納繰越調定額の割合：2.3% (0.1ﾎﾟｲﾝﾄ減) ※暫定値）

④ 自動車税種別割の納期内納付について、テレビ、ラジオ、SNSを活用した

広報活動のほか、県・市町村・民間企業合同の啓発活動の実施等により、県

民の自主納税意識の醸成を図り、納期内納付率の向上を達成

（自動車税種別割の納期内納付率：84.7% (2.6ﾎﾟｲﾝﾄ増)）

（２）県有財産等の資産の有効活用

① 令和３年度に改訂した宮崎県公共施設等総合管理計画に基づき、財政負担
の軽減や公共施設等の最適な配置の実現を図るため、老朽化が進む公共施設
等について、更新・統廃合・長寿命化を計画的に実施し、施設の保全・管理
を効果的に推進

② 未利用財産の売却を推進するため、一般競争入札の実施等により、一般会

計全体で２億877万円を売却

また、ネーミングライツの新規契約や庁舎内広告枠の設置により財産収入

等が増加

③ 県立試験研究機関において新技術・新品種等の研究開発に取り組むととも

に、企業や団体等と実施許諾契約を結び知的財産権の活用を促進

（新たな特許出願４件、審査請求１件、特許権取得等５件）
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財政健全化指針

１ 財政健全化に係る目標
（１）財政関係２基金の残高確保

・ 令和元年度６月補正（肉付け）後残高：227億円（指針策定時）
・ 令和４年度当初予算編成後残高 ：335億円

（２）県債残高の抑制
・ 令和元年度６月補正（肉付け）後年度末残高見込み：8,490億円（指針策定時）

（うち臨時財政対策債 ：3,624億円）
（うち臨時財政対策債を除く ：4,866億円）

・ 令和４年度当初予算編成後の年度末残高見込み ：8,292億円
（うち臨時財政対策債 ：3,314億円）
（うち臨時財政対策債を除く ：4,978億円）

（３）健全化判断比率の維持
○ 令和２年度決算
・ 実質公債費率： 10.6%（早期健全化基準： 25.0%）
・ 将来負担費率：103.6%（ 〃 ：400.0%）

２ 財政見通しの公表
（１）財政見通し（試算）

○うち国スポ・障スポ大会及び国土強靱化加速化対策に係る経費の試算

（２）公債費と県債残高の推移

○ 健全化判断比率の試算

（単位：億円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

6,162 6,201 6,327 6,202 6,045 5,997 5,990 5,896 5,956 5,841

451 585 622 583 365 374 352 345 329 321

6,415 6,449 6,587 6,412 6,266 6,228 6,223 6,136 6,203 6,080

770 695 650 654 657 630 663 671 659 650

1,009 1,216 1,274 1,188 902 931 900 895 872 860

▲ 253 ▲ 248 ▲ 259 ▲ 210 ▲ 221 ▲ 231 ▲ 232 ▲ 240 ▲ 248 ▲ 239

551 520 481 487 479 460 439 409 372 342

8,292 8,332 8,541 8,711 8,711 8,645 8,565 8,449 8,313 8,194

4,978 5,089 5,348 5,568 5,590 5,603 5,584 5,529 5,438 5,350

県債残高

　うち臨時財政対策債除く

　普通建設事業費

歳入

　県債（臨時財政対策債除く）

歳出

　公債費

収支不足

　財政関係２基金残高(２月補正後)

（単位：％）

決算 同規模県平均

実質公債費比率 10.6 10.7 10.4 10.7 10.7 10.6 10.2 9.7 9.7 9.5 9.9 9.7 … 9.5
将来負担比率 103.6 174.6 92.5 104.0 114.2 115.0 121.7 116.5 128.6 121.8 126.6 121.2 … 131.5

… R33R12R6 R7 R8 R9 R10 R11R5
R2

R3 R4

（県債残高）
億円

（公債費）
億円

4,978 5,590 5,350 5,097 4,807 4,652 4,550

3,313
3,121

2,844 2,955 3,095 3,244

3,308

770

617
650 663 645 632 649

0
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8,000

10,000

12,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32 R33

県債残高（臨財債除く） 県債残高（臨財債） 公債費（令和３年度試算）

（単位：億円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 合計

76 111 166 52 34 114 0 - - - 553

ハード整備 72 105 159 41 8 12 - - - - 397

ソフト事業 4 6 7 11 26 102 - - - - 156
70 232 232 232 766

(232) (928)

486
(648)

単独 70 70 70 70 - - - - - - 280
 （　）内は令和３年度１月補正額を含む参考値

-----

- - - - -

国スポ・障スポ大会関係

国土強靭化加速化対策関係

補助・直轄 -162162162(162)

-



基準 実績 目標

平成30年度
（2018年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

1 知事部局等職員数
3,783人 3,785人（暫定） 約3,800人

9

2 供給電力量　（電気事業） 570,323千kWh 439,608千kWh
457,000千kWh

以上

3 契約水量　　（工業用水道事業） 98,180㎥／日 98,180㎥／日
98,000㎥／日

以上

4
一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設利用者数
　　　　　　（地域振興事業）

27,002人 30,552人 31,500人以上

5 病院事業全体での収支均衡（総収支比率）
100.1% 103.9%

100.0%以上 11

6 公社等の数
44法人 41法人 40法人

7 公社等への県職員派遣数
98人 84人 85人

8 公社等への県財政支出総額（当初予算額）
約85億円 約132億円 約71億円

9 県政情報の認知度 92.3% 未確定(R4.6頃) 100.0%

10 広報活動の満足度 60.1% 未確定(R4.6頃) 70.0%

11 県広報ソーシャルメディア閲覧件数 23,417件 47,289件 32,000件

12 知事とのふれあいフォーラムの開催回数 11回 3回 10回 26

13 審議会等における公募委員の比率 7.1% 7.3% 10.0%

14 審議会等における女性委員の比率 46.3% 未確定(R4.6頃) 50.0%

15 法人県民税及び法人事業税の電子納税の利用率 - 6.9% 60.0% 28

16 県の行財政改革についての認知度 28.5% 未確定(R4.6頃) 100.0%

17 県の行政機関における対応についての満足度 83.3% 未確定(R4.6頃) 90.0%

18 県事業における協働事業数 373件 452件 400件 31

19 ボランティア登録団体数 2,124団体 1,829団体 2,170団体 32

20 指定管理者制度導入施設における利用者数 3,397,960人 1,834,387人 3,550,000人 34

21 知事部局職員の副主幹ポスト職以上に占める女性の割合
14.1% 17.5% 17.0%

22 教職員の教頭以上及び主要なポスト職に占める女性の割合
23.8% 28.7% 27.0%

23
職員のワーク・ライフ・バランスの実現度
（知事部局）

55.4% 66.0%
70.0%
以上

24
庁内の働き方や仕事の進め方に対する満足度
（知事部局）

48.6% 64.0%
70.0%
以上

25 男性職員の育児休業取得率（知事部局） 9.8% 26.3% 15.0% 47

26 サーバ統合基盤を利用するシステムの割合 80.5% 99.0% 100.0% 51

27 県庁の温室効果ガス排出量
52,515 t-CO2 48,818 t-CO2 50,609 t-CO2

52

28 個人県民税（均等割・所得割）滞納繰越調定額の割合 3.1% 2.3% 2.5% 53

29 自動車税納期内納付率（件数ベース） 79.1% 84.7% 83.6% 53

30 不動産売払収入 468百万円 209百万円 150百万円 56

31 ひなたＧＩＳへの新規掲載データ数（累計） 8件 33件 40件 57

42

46
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